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建物の脱炭素に向けたEUの規制動向と
「Renovation Wave」戦略（後編）

要旨

■ 欧州グリーンディールが掲げるGHG排出削減と気候中立の目標達成には
建物部門の抜本的な排出削減が不可欠。

■ 前編では、EUの建物部門の省エネ化政策の全体像を整理し、現在審議中の
建物エネルギー性能指令（EPBD）改正法案を概説した。

■ 後編となる本稿では、既存建築物の改修による脱炭素化を目指すEUの戦略、
「Renovation Wave」にフォーカスする。エネルギー効率の低さが問題視
されている建築物ストックの脱炭素化は、日EUのみならず先進国が共有する
課題であると同時に、グリーン×デジタル活用によるエネルギー効率向上幅が
大きい分野として注目されている。

「Renovation Wave」戦略

背景

2020 年10月、欧州委員会は「Renovation Wave」戦略(*1)（以下、RW戦略）を発表し

た。RW戦略は、欧州グリーンディールが掲げるGHG排出目標（2030年までに1990年比

55%削減）達成に不可欠な要素と位置付けられ、まさにEU全体に建物改修の大きな「波」

を巻き起こそうとする野心的な政策である。RW戦略は欧州委員会のコミュニケーション文

書として発表された。コミュニケーション文書は指針や戦略を示す法的拘束力のない文書で、

今後、そこで計画されている方向性にそって個別規制（規則や指令等の具体的な二次法）法

案に落とし込まれ、立法手続きに入っていくこととなる。

RW戦略策定の背景には、EU域内の建築物ストックの厳しいエネルギー消費事情がある。欧

州委員会資料によれば、EUの建築物ストックの約85％は2001年以前に建設されている。築

50年以上の建物が建築物ストックの約1/3を占める欧州では、多くの建物の断熱性能が低い

(*2)（国により違いはあるが、欧州各国で建物外皮の断熱基準が導入されたのは1970年

代）。また、ロシアのウクライナ侵略後のエネルギー危機により改めてクローズアップされ

ているとおり、ボイラー暖房が主流の欧州では冬季のエネルギー消費が激増する。
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これまでの建物省エネ政策では既存建物改修を通じた脱炭素化が思うように進まなかった。

2002年施行の旧EPBDは建物のエネルギー性能要件を設定するなど性能向上を目指したが、

要件を満たさなければならないとされる既存の建物の規模条件が使用延床面積1,000㎡以上

とされていたため、既存建物の約７割が対象外となり実効性が問われていた。2010年の改

正では大規模改修の定義が見直され、建物自体の規模ではなく、改修の規模に基づく対象基

準が設定されたことで対象となる範囲は拡大したものの、抜本的な改修がなかなか進まな

かった（EUではエネルギー消費節約効果60％超の「Deep renovation」は年間わずか

0.2％）。

RW戦略の目標と優先分野
RW戦略では、具体的な数値目標として、2030年までに3,500万棟改修することを掲げた。

また、2030 年までに2015年比で建物からのGHG排出量を60％、最終エネルギー消費量を

14％、冷暖房によるエネルギー消費量を18％、それぞれ削減する計画(*3) 。

目標達成のために３つの分野を優先的に取り組むとしている。

■ 冷暖房の脱炭素化

■ エネルギー貧困対策とエネルギー効率が最も悪い建物の改修

■ 公的セクターの建物の改修

景気対策の一面も
RW戦略には、コロナ禍からの景気復興対策の一面もある。改修需要増による関連業界の

雇用機会創出、資源効率の高い新規設備投資の喚起、不動産の資産価値向上といった経済効

果を見込む。欧州委員会は、2030年までの間に建設業界で16万のグリーン関連の新規雇用

創出が期待される(*4)として、特に中小企業が多い建設業界への経済効果を強調している。

また、財政支援として、復興基金「次世代EU」やJust Transition Mechanism等の資金を

動員する。改修のインセンティブを高めるため、EUおよび加盟国の公的資金を活用した補

助金制度や、民間資金誘導の仕組みも創設する。

デジタルツールの活用
グリーンと並びデジタル移行を優先政策に位置づけるEUは建物・改修分野でもデジタル

ツールの活用を進める。前編で「Renovation Passport」制度案について触れたが、それと

共にサステナビリティ性能評価（Level(s)）やエネルギー性能評価（EPC）等を統合する

「Digital Building Logbooks」と銘打つEU共通の単一登録簿の構想が進められている

（2023年中に欧州委員会が具体案を提出予定）。

ヒートポンプの普及促進
上述のとおり、建物の冷暖房の脱炭素化は優先分野のひとつ。冬の寒さが厳しい地域が多

い欧州では、建物のエネルギー消費のほとんどが暖房・給湯に使うガスボイラーによる化石

燃料の直接燃焼である（Eurostat統計によれば、住宅部門の最終エネルギー消費に占める割

合は暖房が63.6%、給湯が14.8%）。そこで注目されているのがヒートポンプである。

ヒートポンプは大気熱を活用するエネルギー効率の高い技術で汎用性も高い。蓄熱システ

ムとの組み合わせで電力負荷平準化にもつながる。 EUでは2009年公布の再エネ推進指令

において一定の基準を満たしたヒートポンプが再エネとして認められた(*5)こともあり、
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北欧諸国やドイツ、オランダ等を中心に普及が図られてきたが、欧州全体でのヒートポンプス

トックは1486万台（住宅ストックの6%）にとどまっていた（European Heat Pump 

Associationによる2020年推計）。

そのような中、ウクライナ危機後の「RepowerEU」計画（本レポート連載2022年3月号、

5月号参照）でヒートポンプが省エネ対策の鍵として取り上げられ、EU域内で今後5年の間に

累計1,000万台のヒートポンプ設置を目指す。実際に、2021年には34％の市場拡大を記録

(*6)、さらなる成長が期待される。この分野で優れた技術力と豊富な実績を持つ日本メー

カーは、ヒートポンプ式暖房・給湯器（ATW）を欧州で展開しており、需要拡大はビジネス

機会につながる。

一方、欧州委員会は、ヒートポンプでも「地産地消」を重視(*7)。また、冷媒や配管材料

など素材のリサイクル/リカバリーを義務付けるEUサーキュラーエコノミー政策（特にエコデ

ザイン規則案(*8)等）や、排出量取引制度の建物部門への適用拡大（ETS-II）の動き（2021

年9月号参照）など、様々なルール形成が同時並行で進められている。欧州での需要増を見越

して域内増産投資が相次ぐ中、今後の動向を注視したい。

「新欧州バウハウス」構想
RW戦略は、単なる建物改修にとどまらない、「サステナビリティとスタイルの融合」であ

ると欧州委員会は説明している。やや曖昧な表現だが、その思想は「新欧州バウハウス

（New European Bauhaus）」プロジェクトで具現化された。新欧州バウハウスは、2020

年9月に立ち上げられた、欧州の芸術、文化、科学技術などの幅広い分野を融合して新たなラ

イフスタイルを生み出すプロジェクト。気候中立やサステナビリティを設計・デザインに組み

込んで、革新的で創造的な欧州市民の美意識を育むことを目的とする。（詳細はコラム参照）

コラム：新欧州バウハウス New European Bauhaus

「新欧州バウハウス」は、フォン・デア・ライエン欧州委員長がその立上げに際し「欧州グリー
ンディールの魂」と呼んだ肝入りプロジェクトである(*10)。バウハウスは1919年にドイツ中部
の小都市ワイマールに開校した教育機関。工芸・写真・デザインなどを含む美術と建築分野にお
いて「芸術と技術の融合」を掲げ、合理主義的・機能主義的な思想はモダニズムの源流となった
ことはよく知られている。そのわずか14年間の活動期間に欧州、さらに世界中から芸術家が集ま
り交流し、活動は芸術、設計、デザインに多大な影響を及ぼした。現代社会の幅広い分野にバウ
ハウスの影響が残っている。

そのバウハウスにならって、新欧州バウハウスは、欧州の美意識の下、かつてのバウハウスが機
能美を兼ね備えつつ大量生産を可能とする斬新なデザインを生み出したように、現代社会の気候
変動問題やサステナビリティの解決策になりうる新たなデザインやライフスタイルの創出を目指
す。さらに、建築家やデザイナーのみでなく、広く市民、企業、行政機関等が「beautiful, 
sustainable, together」のキーワードの下で自主的に協力して活動に参加するという大きなダイ
ナミズムを作り出そうとしている。

プロジェクトは３つの段階に分けられ、第1フェーズはCo-design＝プロジェクトのコンセプト
設計（2021年1月～）、第2フェーズはDelivery＝実施（2021年9月～）、第3フェーズは
Dissemination＝欧州・世界への普及（2023年1月～）という時間軸で計画。2021年9月に進捗
レポートを取りまとめて第1フェーズを締めくくり、現在は第2フェーズ。新たな資金支援プロ
ジェクトや優れた事例を表彰する「新欧州バウハウス賞」の公募等活発に活動している。

■ 新欧州バウハウス公式ウェブサイト https://new-european-bauhaus.europa.eu/index_en 

■ 2022年新欧州バウハウス賞 https://prizes.new-european-bauhaus.eu/
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注：
(*1) COM(2020) 662 final, COMMUNICATION FROM THE COMMISSION TO THE EUROPEAN 
PARLIAMENT, THE COUNCIL, THE EUROPEAN ECONOMIC AND SOCIAL COMMITTEE AND THE 
COMMITTEE OF THE REGIONS, A Renovation Wave for Europe - greening our buildings, creating 
jobs, improving lives
(*2) European Commission, Joint Research Centre, Filippidou, F., Jimenez Navarro, J., Achieving the 
cost-effective energy transformation of Europe's buildings : combinations of insulation and heating & 
cooling technologies renovations : methods and data, Publications Office, 2019, 
https://data.europa.eu/doi/10.2760/278207
(*3) SWD(2020) 176 final
(*4) Employment and Social Developments in Europe, Annual Review 2019, European Commission.
(*5) DIRECTIVE 2009/28/EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 23 April 
2009 on the promotion of the use of energy from renewable sources and amending and 
subsequently repealing Directives 2001/77/EC and 2003/30/EC
(*6) 2022年7月12日付けEuropean Heat Pump Associationプレスリリース Record growth for Europe’s 
heat pump market in 2021 
(*7) RepowerEUの中で欧州委員会は、欧州メーカーがアジアからの輸入に押されていると言及。また、
2022年6月27日付けEU・米国のエネルギー安全保障に関する共同声明において、両者はヒートポンプやス
マートサーモスタットの「地産地消」を目指し共同で開発・生産を加速させると発表。
(*8) COM(2022) 142 final, Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 
THE COUNCIL establishing a framework for setting ecodesign requirements for sustainable products 
and repealing Directive 2009/125/EC
(*9) 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する
法律（令和４年法律第６９号）
(*10) “If the European Green Deal has a soul, then it is the New European Bauhaus which has led to 
an explosion of creativity across our Union.” By Ursula Von der Leyen, President of the European 
Commission

日本における建築物分野の省エネ化政策

日本でも2050年カーボンニュートラル、2030年度GHG46％排出削減（2013年度比）を
達成するために、エネルギー消費量の約３割を占める建物部門における取組が急務となっ
ている。建築物分野では省エネ対策の徹底、吸収源対策としての木材利用拡大等を通じ、
2030年度までに住宅・建築物に係るエネルギー消費量を約889万kL削減（2013年度比）
する目標。

2022年6月、改正建築物省エネ法(*9)が公布され、3年内に（施行日は今後政令で決定）
全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務付けられるなど、新築時の省エネ性能向
上に向けた対策強化が図られたところである。

既存建築ストックの省エネ化についてはどうか。今回の改正では、既存建物の屋根の断熱
改修や屋上への太陽光パネル設置を行う場合の高さ制限規定の合理化や、既存住宅の耐
震・省エネ等に係る固定資産税減税、所得税控除の特例措置拡充・延長、住宅改修への低
利融資制度創設等が盛り込まれたものの、既存建物についての改修促進は本格化していな
いように思われる。

従来から省エネ基準適合が義務化されている2,000㎡以上の大規模ビルは一定水準の省エ
ネ性能を確保している物件が多いと考えられるが、中規模以下のビルは経済的・技術的な
ハードルも高く改修が進みづらい。建築物ストックのエネルギー消費削減という共通の課
題に向けて、EUが取り組む思い切った政策動員は我が国の政策検討にも有益な示唆を与え
るのではなかろうか。


